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米
国
内
で
の
ビ
ザ
更
新
の

パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

　
２
０
２
３
年
12
月
20
日
に

米
国
国
務
省
は
、
２
０
２
４
年

1
月
29
日
か
ら
4
月
１
日
の

期
間
に
、
米
国
内
で
特
定
の

Ｈ-

1B
ビ
ザ
更
新
申
請
を
受
付

け
る
試
験
的
期
間
を
設
け
る

と
非
公
式
に
発
表
し
ま
し
た
。

こ
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ

ム
は
、
米
国
内
で
の
ビ
ザ
更
新

再
開
に
当
た
る
政
府
機
関
の

処
理
能
力
を
検
討
す
る
も
の

で
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
で
領

事
手
続
き
の
待
時
間
が
著
し

い
国
の
ビ
ザ
面
接
待
ち
時
間

を
短
縮
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
ま
す
。

  

【
申
請
資
格
】
今
回
の
パ
イ

ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
任

意
の
参
加
で
す
が
、
下
記
の
条

件
を
満
た
す
カ
ナ
ダ
か
イ
ン

ド
で
発
行
さ
れ
た
Ｈ-

1B
ビ
ザ

を
保
持
す
る
者
に
限
定
さ
れ

ま
す
。
Ｈ-

1B
保
持
者
の
家
族

（
Ｈ-

４
）
は
対
象
外
と
な
り

ま
す
。

　
◇
２
０
２
４
年
1
月
29
日

か
ら
２
０
２
４
年
4
月
1
日

ま
で
の
期
間
に
Ｈ-

1B
ビ
ザ
の

更
新
を
希
望
し
て
い
る
者
。

　
◇
２
０
２
０
年
1
月
1
日

か
ら
２
０
２
３
年
4
月
1
日

の
間
に
カ
ナ
ダ
で
発
行
さ
れ

た
Ｈ-

1B
ビ
ザ
保
持
者
、
ま
た

は
２
０
２
１
年
2
月
1
日
か

ら
２
０
２
１
年
9
月
30
日
ま

で
の
間
に
イ
ン
ド
で
発
行
さ

れ
た
Ｈ-

1B
ビ
ザ
保
持
者
。

　
◇
非
移
民
ビ
ザ
の
相
互
発

給
手
数
料
が
か
か
ら
な
い
申

請
者
。

　
◇
個
人
面
接
免
除
の
対
象

で
あ
る
申
請
者
。

　
◇
以
前
の
ビ
ザ
申
請
時
に

10
本
の
指
紋
を
提
出
し
て
い

る
申
請
者
。

　
◇
以
前
発
行
さ
れ
た
ビ
ザ

に“
clearan

ce receiv
ed”

と
い
う
注
釈
が
含
ま
れ
て
い

な
い
こ
と
。

　
◇
免
除
申
請
を
必
要
と
す

る
よ
う
な
ビ
ザ
発
行
を
拒
否

さ
れ
る
理
由
が
な
い
こ
と
。

　
◇
有
効
な 
Ｈ-
1B
承
認
通

知
書
が
あ
り
、
最
近 
Ｈ-

1B

で
米
国
に
入
国
し
、
国
内
で 

Ｈ-

1B
滞
在
資
格
を
維
持
し
て

い
る
者
。

　
◇
Ｈ-

1B
滞
在
期
間
が
失
効

し
て
い
な
い
者
。

　
◇
海
外
に
一
時
的
に
滞
在

し
た
後
、
Ｈ-

1B
で
再
度
米
国

に
入
国
す
る
予
定
で
あ
る
者
。

  

【
ビ
ザ
発
行
枠
】
２
０
２
４

年
1
月
29
日
に
申
請
受
付
が

開
始
し
ま
す
。
国
務
省
は
カ
ナ

ダ
発
行
の
Ｈ-

1B
ビ
ザ
保
持
者

向
け
に
約
２
０
０
０
件
、
イ
ン

ド
発
行
の
Ｈ-

1B
ビ
ザ
保
持
者

向
け
に
約
２
０
０
０
件
の
申

請
枠
を
２
０
２
４
年
１
月
29

日
、
2
月
5
日
、
2
月
12
日
、

2
月
19
日
、
2
月
26
日
の
日
程

で
毎
週
発
表
し
ま
す
。

　
一
週
間
に
割
当
て
ら
れ
た

枠
が
達
成
す
る
と
、
次
週
ま
で

申
請
は
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

こ
の
試
験
期
間
中
に
合
計
で

2
万
件
の
Ｈ-

1B
ビ
ザ
を
発
行

し
ま
す
が
、
全
枠
を
達
成
し
た

時
点
、
あ
る
い
は
２
０
２
４
年

４
月
１
日
の
い
ず
れ
か
の
早

い
日
に
終
了
し
ま
す
。

  

【
申
請
方
法
】
申
請
者
は
国

務

省

の

リ

ン

ク
（https://

travel.state.gov/con
ten

t/
tra

v
e

l/e
n

/u
s-v

isa
s/

em
ploy

m
en

t/dom
estic-

renew
al.htm

l

）

に

入

り
、

ま
ず
は
直
近
の
Ｈ-

1B
ビ
ザ
発

行
国(

カ
ナ
ダ
か
イ
ン
ド) 

を

選
択
し
ま
す
。
そ
の
後
、
一
連

の
質
問
に
回
答
し
、
パ
イ
ロ
ッ

ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
参
加
資

か
か
る
予
定
で
す
。
こ
の
試
験

期
間
に
特
急
申
請
は
あ
り
ま

せ
ん
。

　
な
お
、
国
務
省
に
申
請
す
る

ビ
ザ
・
ス
タ
ン
プ
と
は
米
国
に

入
国
す
る
た
め
に
必
要
な
も

の
で
、
米
国
内
で
の
滞
在
期
間

を
延
長
す
る
も
の
で
は
な
い

の
で
注
意
が
必
要
で
す
。
米
国

内
で
の
滞
在
期
間
は
Ｉ-

94
に

記
載
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
期
間

を
延
長
す
る
た
め
に
は
、
米
国

移
民
局
に
延
長
申
請
請
願
を

提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

本
ニ
ュ
ー
ス
記
事
に
関
す
る

注
意
事
項
（D

ISC
LA

IM
ER

）

　
本
雇
用
・
労
働
・
移
民
法

ニ
ュ
ー
ス
記
事
は
弁
護
士
と

し
て
法
律
上
ま
た
は
専
門
的

な
ア
ド
バ
イ
ス
の
提
供
を
意

図
し
た
も
の
で
は
な
く
、
一
般

的
情
報
の
提
供
を
目
的
と
す

る
も
の
で
す
。
ま
た
、
記
載
さ

れ
て
い
る
情
報
に
関
し
て
は
、

で
き
る
だ
け
正
確
な
も
の
に

す
る
努
力
を
し
て
お
り
ま
す

が
、
正
確
さ
に
つ
い
て
の
保
証

は
で
き
ま
せ
ん
。
し
か
も
、
法

律
や
政
府
の
方
針
は
頻
繁
に

変
更
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、

実
際
の
法
律
問
題
の
処
理
に

当
っ
て
は
、
必
ず
専
門
の
弁
護

士
も
し
く
は
専
門
家
の
意
見

を
求
め
て
下
さ
い
。

　
テ
イ
ラ
ー
・
イ
ン
グ
リ
ッ

シ
ュ
・
ド
ゥ
マ
法
律
事
務
所
お

よ
び
筆
者
は
こ
の
記
事
に
含

ま
れ
る
情
報
を
現
実
の
問
題

に
適
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

生
じ
る
結
果
や
損
失
に
関
し

て
何
ら
責
任
も
負
う
こ
と
は

出
来
ま
せ
ん
の
で
あ
ら
か
じ

め
ご
承
知
お
き
下
さ
い
。

ワシントン首都圏
【政府・公共福祉団体等】
■在米国日本国大使館
　 Embassy of Japan
　 2520 Massachusetts Ave., NW
　Washington, DC 20008
　Tel: 202-238-6700
　 ( 開館時間外含む ) 
　Fax: 202-328-2187
　領事窓口開館時間
　9:30am-12:30pm、1:30pm-4pm
　( 土・日・休館日を除く )
　http://www.us.emb-japan.go.jp

■ワシントン日米協会
1819 L St., NW, 2B

Washington, DC 20036
Tel: 202-833-2210
www.jaswdc.org

■ジャパニーズ・アメリカン・
　ケアファンド
c/o Fred M. Packard Center
Annandale Community Park 
4022-B Hummer Road
Annandale, VA 22003-2403
Tel: 703-256-5223
E: carefund@jacarefund.org
www.jacarefund.org
　日系福祉団体。日本語で相談、
説明できるホットラインを設け情

報やサービスを提供 [VA 図書室 ]
児童書・絵本を含む７千冊以上の
日本語書籍。貸出無料　火木土
11:00~14:00
[MD 図書室 ]  貸出無料　月水土
11:00~14:00 住 所 12216 Parklawn 
Dr. Suite.102, Rockville, MD 20852

■ワシントンＤＣ日本商工会
1819 L St., NW, 2Bl
Washington, DC 20036
Tel: 202-463-3947
www.jcaw.org

■セプテンバーハウス
www.septemberhousemajmd.org
E: septemberhousemaj@gmail.com
　自立支援を日本語でサポートす
る非営利団体。生活に必要な手続
き、悩み事の相談、政府や郡から
の援助申請手続き等をお手伝い

■日系アメリカ人市民同盟
(Japanese American Cit izens 
League)
1850 M St., NW, Ste. 1100
Washington, DC 20036
Tel:202-223-1240
　米国で最古かつ最大のアジア系
人権団体　
　

【文化・芸能団体】
■日本大使館広報・文化センター

(JICC)
 1150 18th Street NW
Washington, DC 20036
Tel: (202) 238-6900       
E: jjicc@ws.mofa.go.jp
www.us.emb-japan.go.jp　

【学校・保育・教育機関】
■ワシントン日本語学校
P.O.Box 71 Garrett Park, MD 20895
Tel: 301-962-7410/12
www.wjls.org
　日本の文部科学省より補習授業
校として認可された教育機関

■ワシントン日本語継承センター
Norwood School, 8821 River Road, 
Bethesda, MD
www.keisho.org
E:  info@keisho.org  ( 日本語 )
　子どもたちに日本語と日本文化
を継承毎週土曜日 9am-12:30pm

■ SJA
(Study Japanese in Arlington)
 日本語を学ぶアーリントンの高校
生を支援するボランティア団体
E: sja2018sja@gmail.com（笹栗 ) 　

■ひまわりの会
Providence Presbyterian Church 
Providence Nursery School,9019 
Little River Turnpike, Fairfax, VA 

22031　　www.himawarinokai.org 　　　　　
E: himawarinokai@himawaridc.org
 日本の伝統文化、習慣、四季折々
の行事取り入れたカリキュラム

■オーエン・ネットワーク
問い合わせ：E:  info@o-en.net
白田 茜 (Akane Shirata) まで
http://www.o-en.net
　日本語や日本文化に触れる機会を
提供・支援する非営利団体。サマー

キャンプ、スキーを企画。また個人
相談 ( 特に学校 / 教育相談 ) も

【スポーツ・武道団体】
■成長空手 (Old Town VA )
807 North Royal St. 
Alexandria VA 22314
571-257-5401　
seichoukarate.com
　空手、柔道。日本語による習字、
そろばん　６歳〜大人

【政府・公共福祉団体等】
■在ヒューストン日本国総領事館
Consulate-General of Japan at 
Houston, 909 Fannin St., Suite 
3000, Houston, TX 77010 
Phone : (713)652-2977 ( 代表 ) 
( 緊急の場合のみ 24 時間対応 )
www.houston.us.emb-japan.go.jp

■ヒューストン日米協会
The Japan-America Society of 
Houston (JASH)
Japan-America Society of Houston
2990 Richmond Ave., Suite 670
Houston, TX 77098Tel: 713-963-
0121
E:  pybrown@jas-hou.org
http://jas-hou.org

■グレーター・ヒューストン
日本人会
Japanese Association of Greater 
Houston (JAGH)
P.O. Box 130954 Houston TX 77219　
E:  jagh.mail@gmail.com
https://www.jagh.org

■ヒューストン日本商工会
Japan Business Association of 
Houston
1880 S. Dairy Ashford Rd., Suite 
170, Houston, TX 77077　　　　　　　　　　　
Tel: 281-493-1512( 代表 )
E:  sansuikai@jbahouston.org
www.jbahouston.org

ヒューストン

大蔵昌枝弁護士

プロフィール

　 ジ ョ ー ジ ア 州
弁 護 士。 ア ト ラ
ン タ に あ る Taylor 
English Duma LLP 法
律事務所勤務。東
京外国語大学中国
語学科卒業後、日本にて証券会社や製造
会社の国際事業部をの勤務を経て、97 年
に米国公認会計士試験に合格。2002 年サ
ウス・カロライナ州サウス・カロライナ
大学ロースクールおよびビジネススクー
ルを卒業。経営学修士号（MBA）、法学博
士号（JD）を取得。現在は弁護士として
移民法やその他の相談などを行っており、
日本語、英語、中国語で対応できる。

格
を
判
断
し
ま
す
。
資
格
が

あ
る
と
判
断
さ
れ
た
ら
、
申

請
者
は
オ
ン
ラ
イ
ン
で 

Ｄ
Ｓ-

１
６
０
に
記
入
し
て
提
出
し
、

返
金
不
可
の
Ｖ
ｉ
ｓ
ａ (

Ｍ
Ｒ

Ｖ) 

料
金
を
カ
ー
ド
で
支
払
い

ま
す
。
支
払
い
を
終
え
た
ら
、

オ
ン
ラ
イ
ン
で
パ
ス
ポ
ー
ト

や
そ
の
他
の
必
要
書
類
の
送

付
方
法
（
Ｕ
Ｓ
Ｐ
Ｓ
、
別
の
宅

配
便
等
）
に
関
す
る
指
示
を
受

け
取
り
ま
す
。
な
お
、
申
請
後

に
パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
資
格
が
な
い
と
判
断
さ
れ

た
場
合
は
、
ビ
ザ
申
請
費
用
は

返
却
さ
れ
な
い
の
で
注
意
が

必
要
で
す
。

  

【
申
請
書
類
】
申
請
者
は
Ｄ

Ｓ-

１
６
０
確
認
画
面
、
カ

ラ
ー
Ｉ
Ｄ
写
真
、
Ｉ-

７
９
７

Ｈ-

1B
承
認
通
知
書
原
本
、

Ｉ-

94
原
紙
を
パ
ス
ポ
ー
ト

原
本
（
最
低
６
か
月
有
効

な
も
の
）
と
一
緒
に
国
務

省
の
指
定
住
所
に
送
付
し
ま

す
。
申
請
後
は
、
下
記
の
リ

ン

ク
（https://ceac.state.

g
ov

/C
E

A
C

StatT
racker/

Statu
s.aspx

?A
pp=N

IV
 

）

か
ら
申
請
状
況
を
確
認
で
き

ま
す
が
、
ビ
ザ
の
発
行
、
返
送
、

却
下
以
外
の
状
況
は
確
認
は

で
き
ま
せ
ん
。
ビ
ザ
の
発
行
ま

で
平
均
で
６
〜
８
週
間
ほ
ど


